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1. はじめに 

原子炉圧力容器，炉心支持構造物及び原子炉圧力容器内部構造物は，重大事故等対処設備

であることから，設計基準対象施設としての耐震評価と同様に，重大事故等時の条件下にお

ける耐震評価においても十分な構造強度を有することを確認する必要がある。 

本書では，島根原子力発電所第２号機において重大事故等時に機能要求のある原子炉圧力

容器，炉心支持構造物及び原子炉圧力容器内部構造物について，今回工認における設計基準

対象施設としての耐震評価に適用する基準及び耐震評価状況の整理を行い，重大事故等時の

条件下における耐震評価においても機器が十分な構造強度を有することを示すための方針

を記載する。 

  本書に関連する工認図書を「7. 参照図書」に示す。 

 

2. 今回工認における基準及び耐震評価状況 

原子炉圧力容器，炉心支持構造物及び原子炉圧力容器内部構造物について，今回工認にお

ける基準及び耐震評価状況を表 2－1に示す。 

今回工認における設計基準対象施設としての耐震評価は，原子力発電所耐震設計技術指針 

重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）日本電気協会）（以下「ＪＥＡ

Ｇ」という。）に基づくこととしており，各運転状態での圧力及び温度条件に対して，原子

炉圧力容器及び炉心支持構造物に対してそれぞれ地震動Ｓ１*及びＳ２並びに原子炉圧力容

器内部構造物に対して地震動Ｓ１*を組み合わせた応力評価が要求されている。 

ここで，耐震評価の条件として考慮する地震動Ｓ１*及びＳ２は，Ｓｄ*（弾性設計用地震

動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的地震力のいずれか大きい方

の地震力）及び基準地震動Ｓｓに読み替えることで評価を実施している。ここで，既工認で

は原子炉圧力容器内部構造物がＪＥＡＧに基づき耐震Ａクラスに分類されたことに対して，

今回工認では耐震Ｓクラスに分類されるため，Ｓｄ*及び基準地震動Ｓｓを適用し評価を実

施している。 

なお，運転状態Ⅲ及び運転状態Ⅳは，事象の継続時間が短く，地震動との組合せの確率的

評価において，発生確率が 10-7以下となることから，地震との組合せは省略され，運転状態

Ⅰ及びⅡと地震動とを組み合わせて評価を実施している。 
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表 2－1 今回工認における基準及び耐震評価状況 

 原子炉圧力容器 炉心支持構造物 
原子炉圧力容器 

内部構造物 

基準 

（ＪＥＡＧ要求） 

各運転状態における圧力

及び温度条件に対して，地

震動Ｓ１*及びＳ２を組み

合わせた応力評価 

同左 

各運転状態における圧

力及び温度条件に対し

て，地震動Ｓ１*を組み

合わせた応力評価 

耐震評価状況 

運転状態Ⅰ及びⅡにおけ

る圧力及び温度条件対し

て，地震動Ｓｄ*及びＳｓ

による地震荷重を含む外

荷重を組み合わせた応力

評価 

同左 同左 

 

3. 原子炉圧力容器，炉心支持構造物及び原子炉圧力容器内部構造物の耐震評価方針 

前章に記載の状況を踏まえ，「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき，原子炉圧力容

器，炉心支持構造物及び原子炉圧力容器内部構造物の耐震評価方針を表 3－1に示す。なお，

本方針は，「重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と地震の組合せについて」の

検討結果を踏まえ，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び全般施設に適用する重大事故等時の荷

重と地震の組合せの検討結果を踏まえた内容である。 

 

3.1 原子炉圧力容器 

原子炉圧力容器は，地震との組合せが必要となる事故発生時から「1×10-2 年以降，2

×10-1 年未満（運転状態Ⅴ（L））」及び「2×10-1 年以降（運転状態Ⅴ（LL））」における

圧力及び温度条件に対して，地震荷重を含む外荷重を考慮して耐震評価を行う必要がある。 

原子炉圧力容器の耐震評価は，重大事故等時における評価条件が，設計基準対象施設と

しての評価条件に包絡されるため，参照図書(1)h.～j.では設計基準対象施設としての評

価結果を示し，重大事故等時における評価結果の記載を省略する。 

 

3.2 炉心支持構造物 

炉心支持構造物は，地震との組合せが必要となる事故発生時から「1×10-2 年以降，2

×10-1 年未満（運転状態Ⅴ（L））」及び「2×10-1 年以降（運転状態Ⅴ（LL））」における

圧力及び温度条件に対して，地震荷重を含む外荷重を考慮して耐震評価を行う必要がある。 

炉心支持構造物の耐震評価は，重大事故等時における評価条件が，設計基準対象施設と

しての評価条件に包絡されるため，参照図書(1)b.～g.では設計基準対象施設としての評

価結果を示し，重大事故等時における評価結果の記載を省略する。 
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3.3 原子炉圧力容器内部構造物 

原子炉圧力容器内部構造物は，地震との組合せが必要となる事故発生時から「1×10-2 

年未満（運転状態Ⅴ（S））」を含む重大事故等時の運転状態等を考慮した圧力及び温度条

件に対して，地震荷重を含む外荷重を考慮して耐震評価を行う。 

原子炉圧力容器内部構造物の耐震評価は，設計・建設規格における最高使用圧力及び最

高使用温度を下記のとおり読み替えることで定義する重大事故等時の評価条件が，設計基

準対象施設としての評価条件に包絡されないため，参照図書(1)k.～t.に設計基準対象施

設としての評価結果と重大事故等時における評価結果を示す。 

 

重大事故等時の評価条件（圧力及び温度）の定義： 

重大事故等時の評価条件（圧力及び温度）は，地震との組合せが必要となる事故発生

時から「1×10-2 年未満」を含む重大事故等時の運転状態において機器が受ける最高

の圧力及び温度以上の圧力及び温度とする。 

 

表 3－1 原子炉圧力容器，炉心支持構造物及び原子炉圧力容器内部構造物の 

耐震評価方針 

対象機器 
設計基準対象施設として 

要求される評価 

重大事故等対処設備としての 

耐震評価方針 

原子炉圧力容器 

運転状態Ⅰ及びⅡにおける圧力及

び温度に対して，地震動Ｓｄ*及び

Ｓｓを組み合わせた応力評価 

重大事故等時の評価条件が，設計

基準対象施設としての評価条件に

包絡されることを本書で確認した

うえで，参照図書(1) h.～j.では

重大事故等時の評価結果の記載を

省略する。 

炉心支持構造物 同上 

重大事故等時の評価条件が，設計

基準対象施設としての評価条件に

包絡されることを本書で確認した

うえで，参照図書(1) b.～g.では

重大事故等時の評価結果の記載を

省略する。 

原子炉圧力容器 

内部構造物 
同上 

重大事故等時の評価条件が，設計

基準対象施設としての評価条件に

包絡されないため，参照図書(1) k.

～t.に重大事故等時における評価

結果を示す。 
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4. 原子炉圧力容器の耐震評価方法 

原子炉圧力容器の耐震評価は，以下の確認内容のとおり，設計基準対象施設の評価として

実施する許容応力状態ⅣＡＳの評価結果を用いることにより，重大事故等時の評価結果が包

絡されることを確認する。 

 

4.1 確認内容 

4.1.1 荷重の組合せ及び許容限界 

「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」及び「重大事故等対処施設の耐震設計における

重大事故と地震の組合せについて」に示される許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳにおけ

る荷重の組合せ及び許容限界を表 4－1に示す。 

表 4－1に示すとおり，許容応力状態ⅤＡＳにおける許容限界には，「Ⅵ-2-1-9 機

能維持の基本方針」に従い，ＪＥＡＧに規定される許容応力状態ⅣＡＳにおける許容

限界を用いることから，許容応力状態ⅤＡＳにおける評価条件が，許容応力状態ⅣＡ

Ｓにおける評価条件に包絡されることを確認する。 

 

4.1.2 評価条件 

重大事故等事象は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対して原子炉の安

全性を損なうことがないよう設計することが求められる構造物，系統及び機器の安全

機能が喪失した場合に発生する又は発生する可能性があるものである。 

ここで，評価対象とする重要事故シーケンスについては，技術基準規則第 54条に

基づき，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則」（平成 25年 6月 28日 原子力規制委員会規則第五号）第 37条における炉心の

著しい損傷に至る可能性があると想定する事故シーケンスグループから有効性評価

にて選定された重要事故シーケンスとする。重大事故等時の事故時荷重，使用圧力及

び使用温度を表 4－2に，設計基準事象時（運転状態Ⅰ及びⅡ）の事故時荷重を表 4

－3に示す。 

 

(1) 事故時荷重 

表 4－2及び表 4－3に示すとおり，原子炉圧力容器において，重大事故等時に地震

と組み合わされる長期間作用する事故時荷重は生じない。 

 

(2) 圧力及び温度 

表 4－2及び表 4－3に示すとおり，重大事故等時において，地震との組合せが必要

となる事故発生時から「1×10-2 年以降，2×10-1 年未満（運転状態Ⅴ（L））」及び「2

×10-1 年以降（運転状態Ⅴ（LL））」の使用圧力及び使用温度は，設計基準事象時（運

転状態Ⅰ及びⅡ）の評価圧力及び評価温度に包絡されている。 
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表 4－1 許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳにおける荷重の組合せ（原子炉圧力容器） 

施設分類 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉圧力容器 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 
ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる） 

 

【記号の説明】 

Ｄ ： 死荷重 

Ｍ ： 地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合

せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く）で設備に作用している機械的荷重 

ＭＬ ： 地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている死

荷重及び地震荷重以外の機械的荷重 

ＭＳＡＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（L））に作用する機械的荷重 

ＭＳＡＬＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（L））より更に長期的（長期

（LL））に作用する機械的荷重 

Ｐ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態 

  Ⅳ，Ⅴは除く）における圧力荷重 

ＰＬ ： 地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている圧

力荷重 

ＰＳＡＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（L））に作用する圧力荷重 

ＰＳＡＬＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（L））より更に長期的（長期

（LL））に作用する圧力荷重 

Ｓｄ ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 

Ｓｄ* ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的

地震力のいずれか大きい方の地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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表 4－2 重大事故等事象に対する荷重の整理表（原子炉圧力容器） 

重大事故等事象 
運転状態Ⅰ及びⅡの評価 

（表 4－3）との関係 

重要事故 

シーケンス

事故発生後の 

期間 
事故時荷重＊ 

事故時

荷重の

包絡性 

ピーク圧力の 

包絡性 

温度の 

包絡性 

全重要事故

シーケンス

1×10-2 年以降， 

2×10-1 年未満 

左記の期間

において配

管破断によ

る事故時荷

重は生じな

い。 

－ 

原子炉給水ポン

プ停止のピーク

圧 力 MPa

に包絡される。 

原子炉給水ポン

プ 停 止 の 温 度 

℃に包絡さ

れる。 

2×10-1 年以降 

左記の期間

において配

管破断によ

る事故時荷

重は生じな

い。 

－ 

原子炉給水ポン

プ停止のピーク

圧 力 MPa

に包絡される。 

原子炉給水ポン

プ�停�止�の�温�度

℃に包絡さ

れる。 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 

表 4－3 設計基準事故事象に対する事故時荷重（原子炉圧力容器） 

事象 事故時荷重＊ 
ピーク圧力 

（MPa[gage]） 

温度 

（℃） 
耐震評価上の取扱い 

原子炉給水ポ

ンプ停止

配管破断を伴

わない事象で

あり，事故時

荷重は生じな

い。 

ピーク圧力及び差圧

に機械的荷重及び自

重を加えた荷重を用

いる。 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 

運
転
状
態
Ⅰ
及
び
Ⅱ 
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5. 炉心支持構造物の耐震評価方法 

炉心支持構造物の耐震評価は，以下の確認内容のとおり，設計基準対象施設の評価として

実施する許容応力状態ⅣＡＳの評価結果を用いることにより，重大事故等時の評価結果が包

絡されることを確認する。 

 

5.1 確認内容 

5.1.1 荷重の組合せ及び許容限界 

「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」及び「重大事故等対処施設の耐震設計における

重大事故と地震の組合せについて」に示される許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳにおけ

る荷重の組合せ及び許容限界を表 5－1に示す。 

表 5－1に示すとおり，許容応力状態ⅤＡＳにおける許容限界には，「Ⅵ-2-1-9 機

能維持の基本方針」に従い，ＪＥＡＧに規定される許容応力状態ⅣＡＳにおける許容

限界を用いることから，許容応力状態ⅤＡＳにおける評価条件が，許容応力状態ⅣＡ

Ｓにおける評価条件に包絡されることを確認する。 

 

5.1.2 評価条件 

重大事故等事象は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対して原子炉の安

全性を損なうことがないよう設計することが求められる構造物，系統及び機器の安全

機能が喪失した場合に発生する又は発生する可能性があるものである。 

ここで，評価対象とする重要事故シーケンスについては，技術基準規則第 54 条に

基づき，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則」（平成 25年 6月 28日 原子力規制委員会規則第五号）第 37 条における炉心の

著しい損傷に至る可能性があると想定する事故シーケンスグループから有効性評価

にて選定された重要事故シーケンスとする。重大事故等時の事故時荷重，使用圧力及

び使用温度を表 5－2 に，設計基準事象時（運転状態Ⅰ及びⅡ）の事故時荷重を表 5

－3に示す。 

 

（1） 事故時荷重 

表 5－2及び表 5－3表に示すとおり，炉心支持構造物において，重大事故等時に

地震と組み合わされる長期間作用する事故時荷重は生じない。 

 

（2） 圧力及び温度 

表 5－2及び表 5－3に示すとおり，重大事故等時において，地震との組合せが必

要となる事故発生時から「1×10-2 年以降，2×10-1 年未満（運転状態Ⅴ（L））」及

び「2×10-1 年以降（運転状態Ⅴ（LL））」の使用圧力及び使用温度は，設計基準事

象時（運転状態Ⅰ及びⅡ）の評価圧力及び評価温度に包絡されている。 
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表 5－1 許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳにおける荷重の組合せ（炉心支持構造物） 

施設分類 荷重の組合せ 許容応力状態 

炉心支持構造物 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*） 
ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ） 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる） 

 

【記号の説明】 

Ｄ ： 死荷重 

Ｍ ： 地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合

せが独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く）で設備に作用している機械的荷重 

ＭＬ ： 地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている死

荷重及び地震荷重以外の機械的荷重 

ＭＳＡＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（L））に作用する機械的荷重 

ＭＳＡＬＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（L））より更に長期的（長期

（LL））に作用する機械的荷重 

Ｐ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態 

  Ⅳ，Ⅴは除く）における圧力荷重 

ＰＬ ： 地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている圧

力荷重 

ＰＳＡＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（L））に作用する圧力荷重 

ＰＳＡＬＬ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（L））より更に長期的（長期

（LL））に作用する圧力荷重 

Ｓｄ ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 

Ｓｄ* ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的

地震力のいずれか大きい方の地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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表 5－2 重大事故等事象に対する荷重の整理表（炉心支持構造物） 

重大事故等事象 
運転状態Ⅰ及びⅡの評価 

（表 5－3）との関係 

重要事故 

シーケンス

事故発生後の 

期間 
事故時荷重＊ 

事故時

荷重の

包絡性 

ピーク差圧の 

包絡性 

温度の 

包絡性 

全重要事故

シーケンス

1×10-2 年以降， 

2×10-1 年未満 

左記の期間

において配

管破断によ

る事故時荷

重は生じな

い。 

－ 

定格出力運転の

差圧に包絡され

る。 

原子炉給水ポン

プ停止の温度

℃に包絡さ

れる。 

2×10-1 年以降 

左記の期間

において配

管破断によ

る事故時荷

重は生じな

い。 

－ 

定格出力運転の

差圧に包絡され

る。 

原子炉給水ポン

プ停止の温度

℃に包絡さ

れる。 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 

表 5－3 設計基準事故事象に対する事故時荷重（炉心支持構造物） 

事象 事故時荷重＊ 
ピーク差圧 

（MPa） 

温度 

（℃） 
耐震評価上の取扱い 

原子炉給水ポ

ンプ停止

配管破断を伴

わない事象で

あり，事故時

荷重は生じな

い。 

定格出力運

転の差圧 

ピーク差圧に自重を

加えた荷重を用いる。 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 

運
転
状
態
Ⅰ
及
び
Ⅱ 
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6. 原子炉圧力容器内部構造物の耐震評価方法 

原子炉圧力容器内部構造物の耐震評価は，以下の確認内容のとおり，重大事故等時の使用

圧力及び使用温度が，設計基準対象施設の評価として実施する許容応力状態ⅣＡＳの評価圧

力及び評価温度に包絡されないため，重大事故等時における評価として，許容応力状態ⅤＡ

Ｓの評価を実施する。 

 

6.1 確認内容 

6.1.1 荷重の組合せ及び許容限界 

「Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針」及び「重大事故等対処施設の耐震設計における

重大事故と地震の組合せについて」に示される許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳにおけ

る荷重の組合せ及び許容限界を表 6－1に示す。 

表 6－1に示すとおり，許容応力状態ⅤＡＳにおける許容限界には，「Ⅵ-2-1-9 機

能維持の基本方針」に従い，ＪＥＡＧに規定される許容応力状態ⅣＡＳにおける許容

限界を用いる。 

 

6.1.2 評価条件 

重大事故等事象は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対して原子炉の安

全性を損なうことがないよう設計することが求められる構造物，系統及び機器の安全

機能が喪失した場合に発生する又は発生する可能性があるものである。 

ここで，評価対象とする重要事故シーケンスについては，技術基準規則第 54 条に

基づき，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則」（平成 25年 6月 28日 原子力規制委員会規則第五号）第 37 条における炉心の

著しい損傷に至る可能性があると想定する事故シーケンスグループから有効性評価

にて選定された重要事故シーケンスとする。 

 

（1） 事故時荷重 

表 6－2及び表 6－3に示すとおり，原子炉圧力容器内部構造物において，重大事

故等時の事故時荷重は生じない。 

 

（2） 圧力及び温度 

表 6－2及び表 6－3に示すとおり，地震との組合せが必要となる事故発生時から

「1×10-2 年未満（運転状態Ⅴ（S））」を含む重大事故等時の運転状態等を考慮し

た評価圧力及び評価温度は，設計基準事象時（運転状態Ⅰ及びⅡ）の評価圧力及び

評価温度に包絡されないため，重大事故等時における評価として，許容応力状態Ⅴ

ＡＳの評価を実施する。 
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表 6－1 許容応力状態ⅣＡＳ及びⅤＡＳにおける荷重の組合せ 

（原子炉圧力容器内部構造物） 

施設分類 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉圧力容器 

内部構造物 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる) 

【記号の説明】 

Ｄ ： 死荷重 

ＭＤ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事

象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む。）又は当該設備

に設計上定められた機械的荷重 

ＭＳＡＤ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設

計上定められた機械的荷重 

ＰＤ ： 地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事

象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む。）又は当該設備

に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

ＰＳＡＤ ： 重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設

計上定められた設計圧力による荷重 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 
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表 6－2 重大事故等事象に対する荷重の整理表（原子炉圧力容器内部構造物） 

重大事故等事象 
運転状態Ⅰ及びⅡの評価 

（表 6－3）との関係 

重要事故 

シーケンス

事故発生後の 

期間 
事故時荷重＊ 

事故時

荷重の

包絡性 

ピーク差圧の 

包絡性 

温度の 

包絡性 

全重要事故

シーケンス

1×10-2 未満 

左記の期間

において配

管破断によ

る事故時荷

重は生じな

い。 

－ 

機器毎に事象を

考慮することで

定められた差圧

に包絡されな

い。 

原子炉給水ポン

プ停止の温度

℃に包絡さ

れない。 

1×10-2 年以降， 

2×10-1 年未満 

左記の期間

において配

管破断によ

る事故時荷

重は生じな

い。 

－ 

機器毎に事象を

考慮することで

定められた差圧

に包絡されな

い。 

原子炉給水ポン

プ停止の温度

℃に包絡さ

れる。 

2×10-1 年以降 

左記の期間

において配

管破断によ

る事故時荷

重は生じな

い。 

－ 

機器毎に事象を

考慮することで

定められた差圧

に包絡されな

い。 

原子炉給水ポン

プ停止の温度

℃に包絡さ

れる。 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 

表 6－3 設計基準事故事象に対する事故時荷重（原子炉圧力容器内部構造物） 

事象 事故時荷重＊ 
ピーク差圧 

（MPa） 

温度 

（℃） 
耐震評価上の取扱い 

原子炉給水ポ

ンプトリップ

配管破断を伴

わない事象で

あり，事故時

荷重は生じな

い。 

機器毎に事

象を考慮す

ることで定

められた差

圧 

ピーク差圧に自重を

加えた荷重を用いる。 

注記＊：事故時に発生する機械的荷重 

運
転
状
態
Ⅰ
及
び
Ⅱ 
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7. 参照図書

(1) 島根原子力発電所第２号機 補正工認 添付書類

a. Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針

b. Ⅵ-2-3-2-2-2 炉心シュラウドの耐震性についての計算書

c. Ⅵ-2-3-2-2-3 シュラウドサポートの耐震性についての計算書

d. Ⅵ-2-3-2-2-4 上部格子板の耐震性についての計算書

e. Ⅵ-2-3-2-2-5 炉心支持板の耐震性についての計算書

f. Ⅵ-2-3-2-2-6 燃料支持金具の耐震性についての計算書

g. Ⅵ-2-3-2-2-7 制御棒案内管の耐震性についての計算書

h. Ⅵ-2-3-3-1-2 原子炉圧力容器の耐震性についての計算書

i. Ⅵ-2-3-3-2-4 ジェットポンプ計測配管貫通部シールの耐震性についての計算書

j. Ⅵ-2-3-3-2-5 差圧検出・ほう酸水注入系配管（ティーより N11 ノズルまでの外管）

の耐震性についての計算書

k. Ⅵ-2-3-3-3-2 蒸気乾燥器の耐震性についての計算書

l. Ⅵ-2-3-3-3-3 気水分離器及びスタンドパイプの耐震性についての計算書

m. Ⅵ-2-3-3-3-4 シュラウドヘッドの耐震性についての計算書

n. Ⅵ-2-3-3-3-5 ジェットポンプの耐震性についての計算書

o. Ⅵ-2-3-3-3-6 給水スパージャの耐震性についての計算書

p. Ⅵ-2-3-3-3-7 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの耐震性についての計算書

q. Ⅵ-2-3-3-3-8 低圧注水系配管（原子炉圧力容器内部）の耐震性についての計算書

r. Ⅵ-2-3-3-3-9 高圧及び低圧炉心スプレイ系配管（原子炉圧力容器内部）の耐震性に

ついての計算書

s. Ⅵ-2-3-3-3-10 差圧検出・ほう酸水注入系配管（原子炉圧力容器内部）の耐震性に

ついての計算書

t. Ⅵ-2-3-3-3-11 原子炉中性子計装案内管の耐震性についての計算書




